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１．新銀行の概要（１／２）

新銀行の商号
株式会社 池田泉州銀行

（英文名称：The Senshu Ikeda Bank, Ltd.)

新銀行の本店所在地 大阪府大阪市北区茶屋町18番14号

新銀行の代表者
代表取締役頭取兼ＣＥＯ（最高経営責任者）
服部 盛隆 （旧 池田銀行 頭取）

合併日 平成22年５月１日



3

２．新銀行の概要（２／２）

池田泉州銀行 うち旧池田銀行 うち旧泉州銀行

預金 4兆2,668億円 2兆3,142億円 1兆9,525億円

貸出金 3兆4,635億円 1兆6,705億円 1兆7,930億円

有価証券 1兆2,434億円 8,307億円 4,126億円

本支店人員 2,823人 1,378人 1,445人

店舗数 140店 76店 64店

（平成22年3月31日実績）
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３．大阪、そして関西を代表する地銀へ

【貸出金シェア】【預金シェア】

（注） 1. 池田泉州ＨＤについては池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）単純合算値 （出所） AMSUS
2. 各地銀の預金・貸出金残高合計値におけるシェアを算出
3. 21/12月末のデータについては、非上場の他行につき比較可能なデータを入手していないため記載していない

池田泉州
ＨＤ

２位

3位

4位
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４．新銀行が目指すもの

関西経済の
活性化への寄与

関西経済の
活性化への寄与

地域に対する
貢献力

地域に対する
貢献力

「新しい地銀モデル」の創造
（ステークホルダーへの還元）

地域からの
期待拡大

地域からの
期待拡大

合併による
ポテンシャル向上

合併による
ポテンシャル向上

池田銀行池田銀行 泉州銀行泉州銀行

営業エリア営業エリア （全国有数の恵まれたマーケット）（全国有数の恵まれたマーケット）

地域からのご支持No.1地域からのご支持地域からのご支持No.1No.1

３つの勝ち残り戦略３つの勝ち残り戦略３つの勝ち残り戦略

３つの独自戦略３３つの独自戦略つの独自戦略

池田泉州銀行池田泉州銀行

強い「強い「地域力地域力」」
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５．合併により既に実現した効果

※1：平成20年度 ※2：平成21年度 ※3：いずれも平成21年度の数値
※4：合併により、泉州銀行の資本金及び資本準備金はその他資本剰余金、利益準備金はその他利益剰余金に加算

旧両行 新銀行※3

の
改
善

①
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
バ
ラ
ン
ス

預貸バランスの改善
池田：73.9％※1

泉州：93.8％※1
81.2％

高利回り預金の削減
池田：0.36％※1

泉州：0.43％※1
0.33％

貸出ポートフォリオ
バランスの改善

池田：法人貸出等70.8％※1

泉州：住宅ローン66.5％※1
法人貸出等49.5％
住宅ローン50.5％

②配当原資の増加※4
池田：296億円※2

泉州：134億円※2
1,183億円
に増加

③営業エリアの拡大
池田：北部基盤
泉州：南部基盤

営業エリアが拡大し、
大阪・阪神全域をカバー
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６．合併により今後実現する効果

H21年10月H21年10月持株会社
設立
（Ｄａｙ０）

H22年5月H22年5月合併
（Ｄａｙ１）

システム
統合
（Ｄａｙ２）

９．システム統合による事務品質・９．システム統合による事務品質・
効率化の向上効率化の向上

・システム統合による運用保守費削減
・店舗統合
・事務センター効率化
・商品・サービスの統合

・相互の強み・ノウハウの共有
（池田：富裕層取引・ＰＢ等、泉州：個人向けローン等）

７．営業エリアの拡充７．営業エリアの拡充
８．強み・ノウハウの共有によるサービスの高度化８．強み・ノウハウの共有によるサービスの高度化

・本部業務の効率化・関連会社の機能集約
・その他経費（広告宣伝、印刷物等）の削減

H2４年1月
（予定）

H2４年1月
（予定）

※文頭の数字は、次頁
以降の項目番号と対応

１０．１０．
ローコストローコスト
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
の実現の実現
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池田池田

梅田梅田

東京都に匹敵する人口と
事業所が高密度に存在

外国人観光客は年々増加し、
アジア・チャイナ・ゲートとして発展が期待

阪神港、３つの空港を有し、
アジア貿易では国内No.1

輸出入額シェア（対アジア）

大阪・神戸

港, 14.6%
名古屋港,

9.1%

横浜港, 8.9%

その他,

55.1%

東京港,

10.7%

門司港, 1.6%

•北京 ●

•上海 ●
•蘇州 ●

アジア・チャイナ・ゲート

従来からのバランスのとれた産業構造に加えて、
新たに大規模プロジェクトが進行する等今後の成長が見込まれる

●都市：梅田北ヤード、大阪駅改良、近鉄阿倍野ターミナルビル等
●産業：パネルベイ、彩都ライフサイエンスパーク、神戸医療産業都市構想等
●住宅：阪南スカイタウン、水と緑の健康都市（箕面森町）等
●交通：大阪環状鉄道（大阪東線）、第二京阪道路、阪神高速大和川線等

関西国際空港の外国人入国者数の推移
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７．営業エリアの拡充 ①全国有数の恵まれたマーケット

（出所）財務省「貿易統計（H20年）」
（出所）総務省「事業所・企業統計調査（Ｈ18年）」

東京都
69万事業所
（11.7%）

63万事業所
（10.8%）

全事業所数
591万事業所

64

69

（出所）総務省「住民基本台帳人口要覧（H20年）

東京都
1,250万人
（9.8%）

1,300万人
(10.8%)

全人口数
1億2,706万人

1,370

1,250

大阪・神戸港
14.6%
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７．営業エリアの拡充 ②新銀行のエリア戦略の全体像

旧池田銀行

旧泉州銀行

大阪市内
へ

大阪市内へ

東進エリア
西進エリア

両行のホームエリアか
ら南北に展開
大阪市内での存在感
を高める

大阪市内

店舗網の拡大
（大阪市内・阪神）
5年間で10店舗程度

店舗網の拡大
（大阪市内・阪神）
5年間で10店舗程度

店舗拡充

ATM、PatSatの拡充や
インターネットバンキング
による利便性向上

ATM、PatSatの拡充や
インターネットバンキング
による利便性向上

顧客接点拡充

店舗網をさらに拡充し、
大阪全域と阪神地域を
全面的にカバー

大阪府+阪神

関西都市全域で
更にプレゼンスを向上

関西都市圏
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７．営業エリアの拡充 ③短期で実現するエリア戦略

旧池田銀行

旧泉州銀行

両行の強み・ノウハウの相
互共有によるサービスの拡
充、高度化

具体的には、

商品ラインナップ（投資信
託、保険）の拡充

高い専門性を有するプライ
ベートバンキングサービス
の提供、地域の中堅・中小
企業への課題解決型の資
金供給

住宅販売会社とのリレー
ションの一層の強化による
住宅ローンサービス

など

ホームエリア 池田銀行池田銀行

泉州銀行泉州銀行

池田泉州銀行池田泉州銀行
両行の強み・ノウハウを
相互に組み合わせ

保険販売額：588億円
外為収益：2.3億円
住宅ローン残高：0.5兆円

（※）

保険販売額：172億円
外為収益：8.6億円
住宅ローン残高：1.2兆円

（※）

（※）いずれも平成21年度
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７．営業エリアの拡充 ④中長期で実現するエリア戦略

旧池田銀行

旧泉州銀行

大阪市内
へ

大阪市内へ

東進エリア
西進エリア

これら戦略の結果、
関西都市全域で
更にプレゼンスを向上

関西都市圏

ターゲットを絞り込み、
メガバンクで対応で
きない、きめ細かい
サービスを提供。
地銀メインバンク化
を目指す。

大阪市内

新規出店による営業
エリア拡大。
第一地銀として、地
域密着型の各種
サービスの提供を目
指す。

西進エリア

新規出店による営業
エリア拡大。
企業が多い、有望
マーケットと位置付
け、事業展開を目指
す。

東進エリア
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８．強み・ノウハウの共有によるサービスの高度化

●豊富な住宅ローン関連
の商品・サービス

●多様な中小企業向けの
機能・サービス

●外貨両替
ネットワークサービス

●ダイレクト・バンキング

など

●プライベート・バンキング
サービス

●地域おこし制度

●蘇州事務所をはじめと
するアジアビジネス支援

●多機能ＩＣカード、
PatSat等の先進の

サービス

など

池田銀行池田銀行 泉州銀行泉州銀行

池田泉州銀行池田泉州銀行

独立系金融機関ならではの商品ラインナップ（投資信託、保険）
高い専門性を有するプライベートバンキングサービス
幅広いネットワークを活用した事業承継やM&A支援などを伴う、
課題解決型の資金供給
住宅販売会社とのリレーションの一層の強化による、住宅ロー
ンサービス

両行の強み・ノウハウを
相互に組み合わせ

新銀行の恵まれた営業エリアに対して、より高度な金融サービスを提供
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９．システム統合による事務品質・効率化の向上

旧池田銀行旧泉州銀行

池田泉州銀行

•営業店事務の効率化
•審査フロー
その他事務の統一

事務品質の向上

•事務集中処理
•アウトソーシング
の一本化

事務効率化

事
務
プ
ロ
セ
ス
の
共
通
化

合併によるメリットを最大限に活用するためシステムを統合

地銀共同センター
旧池田銀行旧池田銀行
の経験の経験
を活かし、を活かし、
確実に移行確実に移行

平成24年1月

システム統合
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１０．ローコストオペレーションの実現

平成平成2626年度の年度の
効果（単年度）効果（単年度）

31億円

・本部効率化人員を営業部門へ投入
（約150名）（ｼｪｱ増、ｸﾛｽｾﾙ、相互展開）
・顧客基盤の拡大・商品見直しによる
取引増 等

・システム関連
・店舗・事務センターの統合・効率化
・その他物件費 等

・一時費用（店舗、総務、事務等）
・システム費用

営業面でのシナジー

コスト面でのシナジー

統合費用

30億円

21億円

▲20億円

【効果内訳】

平成22年5月1日合併

▲160億円

４４億円

１４４億円

28億円

平成平成2121～～2626年度迄の年度迄の
効果（累計）効果（累計）

【効果内訳】

平成27年度
は▲16億円

平成28年度
は▲12億円

平成29年度
以降ゼロ
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１１．リスク管理の高度化

監

査

部

監査役会

危機対策本部

運営・
管理部署

統括部署

委員会

リスク統括部

リスクの
種類

信用
リスク

市場
リスク

資金
流動性
リスク

事務
リスク

情報
資産
(ｼｽﾃﾑ)
リスク

その他
リスク

オペレーショナルリスク

顧客
説明

顧客
サポー
ト

顧客
情報
管理

外部
委託
管理

利益
相反
管理

顧客保護

コンプライアンス統括部

経 営 会 議（事務局・企画部）

取 締 役 会

リスク管理委員会
(事務局・リスク統括部)

ＡＬＭ委員会
(事務局・企画部)

コンプライアンス委員会
(事務局・コンプライアンス統括部)

本部各部・各営業店・関連会社・外注委託先

両行のノウハウを活用し、双方の強みを相互に組み合わせ、強固なリスク管理体制の構築
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１２．新銀行の勝ち残り戦略

①アジア・チャイナ・ゲート機能の強化①アジア・チャイナ・ゲート機能の強化

②プライベートバンキング機能の強化②プライベートバンキング機能の強化

③地域の先進技術育成の強化③地域の先進技術育成の強化

③競争力強化のため③競争力強化のため
の３つの独自戦略の３つの独自戦略

①効率化の徹底①効率化の徹底
統合シナジー統合シナジー
新たな営業展開新たな営業展開

②アライアンスの推進②アライアンスの推進 業務提携等を通じた先進的なサービス業務提携等を通じた先進的なサービス

全国有数の恵まれた営業エリアの地域力を新銀行の力に全国有数の恵まれた営業エリアの地域力を新銀行の力に

アジアチャイナ本部アジアチャイナ本部

先進テクノ本部先進テクノ本部

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部

“地域からのご支持No.1” “誇れる職場づくり” “提携に開かれた銀行”““地域からのご支持地域からのご支持No.1No.1”” ““誇れる職場づくり誇れる職場づくり”” ““提携に開かれた銀行提携に開かれた銀行””

新銀行の旗印新銀行の旗印
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１３．経営ビジョン実現のための他行との差異化

池田泉州池田泉州
銀行銀行

メガメガ
バンクバンク

競合競合
地銀地銀

3つの独自戦略を推進
（3本部の設置）
・ アジアチャイナ本部
・ プライベートバンキング本部
・ 先進テクノ本部

大阪ベイエリア全域をカバー
（地域力のある営業エリアに立地）

地銀ならではの機能・サー
ビスを提供
・ 地域密着型のサービス
・ 企業規模・成長に応じたきめ細
やかなサービスを継続的に提供
（中長期的視点でのサービス）
・ リテール・法人一体での営業

①競合地銀との差異化①競合地銀との差異化①競合地銀との差異化 ②メガバンクとの差異化②メガバンクとの差異化②メガバンクとの差異化

機
能
・
サ
ー
ビ
ス

エ
リ
ア

都市型地銀都市型地銀

独立系地銀ならではの幅広い提携
ネットワーク

①差異化 ②差異化
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１４．独自戦略による競争力強化：３つの新事業本部

アジアチャイナ本部、プライベートバンキング本部、先進テクノ本部を設置

国際推進部 国際業務部

アジアチャイナ本部アジアチャイナ本部

アジア・チャイナ・
ビジネスの
強力サポート

独自の
アジア・チャイナ・
ネットワークの形成

国際業務にかかる
安全確実な
事務処理の実施

外為事務ノウハウ
の顧客への展開

先進テクノ推進部

先進テクノ本部先進テクノ本部

先進的技術を持つ
成長企業の支援

先進技術に関する
ビジネスマッチング

産学官の
ネットワーク拡充

プライベート
バンキング部

プライベートプライベート
バンキング本部バンキング本部

事業承継、
資産運用等の
アドバイス

ローン
アレンジメント

M&A

①ベイエリアに位置する新銀行として
アジア・チャイナ・ビジネスへの
対応力・サポート力を大幅に強化

②様々なニーズへの
対応力をさらに強化

③地域の発展と銀行
サービスの高度化
に資する先進技術
育成を強化

３つの独自戦略を推進３つの独自戦略を推進
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１５－１．アジアチャイナ本部①

100.0

109.0

116.4

100.0

106.0

110.5

90

95

100

105

110

115

120

前々期 前期 最新期（2007～2008）

海外取引企業

その他企業

＜売上高（前々期＝100）＞

100.0
112.1

153.8

100.0

119.2

102.1

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

前々期 前期 最新期（2007～2008）

海外取引企業

その他企業

日本

米国

2008年：5,100
↓

2030年：6,400

EU

ブラジル
2008年： 800

↓
2030年：1,500

インド

2008年：1,000
↓

2030年：3,700

中国

2008年：2,800
↓

2030年：9,200

ロシア
2008年： 800

↓
2030年：1,900

：2030年：2008年 （単位：10億米ドル）

出典：三菱総合研究所推計

アジアの経済規模（ＧＤＰ）が急拡大 海外取引企業の業績は好調

アジア・チャイナの元気を取り込み、

関西企業をもっと元気に！

アジア・チャイナの元気を取り込み、

関西企業をもっと元気に！

海外取引
企業

その他の
企業

2008年：14,300
↓

2030年：20,500
2008年：13,200

↓
2030年：20,200

出典：帝国データバンク
COSMOS2より集計
（大阪府・兵庫県）

＜税後利益（前々期＝100）＞



20

１５－１．アジアチャイナ本部②

これまで蘇州事務所で集積したニーズ・実績、新銀行とメガバンクや親密取引先等との
ネットワークを活用して、アジア・チャイナ全域における顧客サポート力を飛躍的に高める

新規海外進出・取引を積極支援
～地域密着のきめ細かなご支援～

•地元企業の関心段階からしっかりと応談
•現地投資環境の情報の提供
•委託生産先・部材調達先の紹介
•海外販路開拓の支援
•ファイナンス・出資・為替リスク・ヘッジ等の

金融サービスの提供・紹介

公的金融機関公的金融機関

シンクタンクシンクタンク

大学大学生損保
投信会社

生損保
投信会社

新銀行新銀行

公的支援機関公的支援機関

メガバンク他
地銀証券会社

メガバンク他
地銀証券会社

蘇州事務所蘇州事務所

現地政府現地政府

商社商社

進出企業
ネットワーク

進出企業
ネットワーク海外取引のない企業

95.3%（約13万社） 法律事務所
会計事務所

法律事務所
会計事務所

メガバンク
現地銀行

メガバンク
現地銀行

リース
クレジット

リース
クレジット

進出企業
ネットワーク

進出企業
ネットワーク

蘇州事務所はパイロットケース
（支援実績651件）

新銀行のネットワークを
アジア・チャイナ全域へ拡充

商社商社

現地政府現地政府

メガバンク
現地銀行

メガバンク
現地銀行

法律事務所
会計事務所

法律事務所
会計事務所

拡充

拡充

拡充

拡充

うちアジア取引：3.5%

拡充

新銀行の営業基盤ベイエリアの企業
（COSMOSより）

海外取引先企業：4.7%

（新銀行の潜在顧客）
（将来の成長企業）
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ソウル（5)

デリー(5)

レムチャバン(4)

チェンナイ(3)

バンコク（13)

シンガポール（12)

北京(8)

成都(4)

広州(6)

台北(5)
杭州(3)

青島(4)

ヤンゴン(3)

大連(8)

天津(6)

蘇州(3)

深セン(5)

上海(13)

マニラ(6)

ダッカ(3)

無錫(3)

香港(11)

クアラルンプール(5)

ホーチミン(4)

ハノイ(5)

中国

韓国

台湾

フィリピン

イ ドネシ

ベトナム

マレーシア

タイ

ミャンマー
インド

１５－１．アジアチャイナ本部③ アジアチャイナ本部の発足

競合地銀との差異化競合地銀との差異化競合地銀との差異化 メガバンクとの差異化メガバンクとの差異化メガバンクとの差異化

提携ネットワーク

アジア16ヶ国 84都市をカバー
物流
保険

池田泉州銀行
蘇州事務所

：提携企業の
拠点所在都市

（括弧内は拠点数）

商社
ﾒｶﾞﾊﾞﾝｸ

提携
企業

機能・
サービス

エリア ●大阪ベイエリア全域を緻密にカバー

●地域密着型のきめ細かなサービス
（ex. 大阪・阪神への専門スタッフ集中、関心段階から支援）

●収益モデルの違い
（海外での取引収益←→地元企業の成長

＋国内取引での収益）

●独立系地銀ならではの
幅広い提携ネットワーク

●専門スタッフの配置
（ex.海外経験、M&A等）
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１５－１．アジアチャイナ本部④ 発足後の相談状況

アジアチャイナ本部の狙い

中国（長江デルタ）

５３件

中国（長江デルタ以外）

１５件

その他アジア

５件

合計

７３件

①アジアチャイナ本部発足後の
エリア別相談受付状況

M&A
外国
為替

国内
取引

②アジアチャイナ本部発足後の
案件種別相談受付状況

進出支援

３９件

合計

７３件

海外販路開拓

１７件

その他案件

１７件

7%

21%

72%

長江デルタ

長江デルタ以外

その他アジア

23%

23%

54%

進出支援

海外販路開拓

その他案件

（平成22年5月21日現在）
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１５－１．アジアチャイナ本部⑤：マーケット

約12,000社
790社
（うち貸出あ
り430社）

約200社

約1,200社

①現在シェア・実績

○外為取引あり
○その他取引あり

②既存先への拡大ポテンシャル

○貿易実績あり
○貸出取引あり
○外為取引なし

【外為拡大ポテンシャル】

【貸出等への拡大ポテンシャル】

③市場ポテンシャル

○貿易実績あり
○貸出取引なし
○外為取引あり

○貿易実績あり
○貸出取引なし
○外為取引なし

参考②：潜在的市場ポテンシャル
（今後、貿易意向あり）33,900社

参考①：
1社当たり外為収益
約0.7百万円
外為先1社当たり貸出残高
約170百万円
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510
760

169

289

635

415

21年度（実績） 22年度（計画）

法人外為収益

外貨預金関連

外貨両替ショップ

１５－１．アジアチャイナ本部⑥：実績及び計画概要

法人先数拡大の
ポテンシャル

16.8億円

10.9億円

22年度収益計画
：16.8億円

注：法人については外為収益のみ考慮

23年度以降

790先

約1,200先

マーケットマーケット

約12,000先

（百万円）



25

１５－２．プライベートバンキング本部①

3.2

2.5

6.8

9.6

11.2

0 5 10 15

池田泉州
カバーエリア

神奈川県

千葉県

福岡県

京都府

阪神間を中心に企業オーナーが分布

個人金融資産が他県比高密度で分布

「１平方キロメートルあたり個人金融資産」
（十億円）

更なるネットワークの拡大
更なるネットワークの拡大

阪神：
2,400名

泉北：750名

北摂：
1,400名

大阪都心4区：
2,600社

阪神：
1,500社 東大阪：

900社

企業オーナー居住地オーナー企業1の所在

（注） 1.  「オーナー企業」の定義：帝国データバンクCOSMOS2より、株主氏名に代表者氏名が含まれる企業を抽出（評点50以上）
（出所）帝国データバンクCOSMOS2

幅広い専門家ネットワークにより、高付加価値サービスを提供し、
法人個人を問わず、様々なニーズに幅広く対応

地主 法人ｵｰﾅｰ

フローリッチ

資産承継ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
◆相続対策
◆遺言作成
◆遺産整理
◆資産有効活用

資産承継ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
◆相続対策
◆遺言作成
◆遺産整理
◆資産有効活用

事業承継ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
◆自社株対策
◆事業・組織再編
◆M&A
◆株式公開支援

事業承継ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
◆自社株対策
◆事業・組織再編
◆M&A
◆株式公開支援

資金運用調達提案
◆ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ運用提案
◆証券仲介提案
◆預り資産、外貨預金
◆シ・ローンアレンジ
◆PFIアレンジ

資金運用調達提案
◆ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ運用提案
◆証券仲介提案
◆預り資産、外貨預金
◆シ・ローンアレンジ
◆PFIアレンジ

＜個 人＞ ＜法 人＞

【遺言等信託機能】
信託銀行 2行

【不動産関係】
司法書士事務所等
2社

【証券仲介】
証券会社 3社

【投資助言】
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

【M&A】
政投銀 ほか2社

【株式公開】
証券会社 2社

関連会社
・池銀投資顧問 ・自然総研

・池銀キャピタル

【税務】
税理士事務所
5社

【法務】
法律事務所 5社

【財務・会計】
会計事務所等 6社

【コンサルティング】
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社
5社
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１５－２．プライベートバンキング本部②：マーケット

約8,200社100社

①現在シェア・実績

○ＰＢ業務提供あり
○貸出あり

②既存先への拡大ポテンシャル

○貸出取引あり
○ＰＢ業務提供なし

【ＰＢ業務拡大ポテンシャル】

③市場ポテンシャル

○オーナー企業
○貸出取引なし
○ＰＢ業務提供なし

参考①：
1社当たりＰＢ関連収益
約5百万円
オーナー企業1社当たり
貸出残高
約151百万円

約2,000社
（目標先）

約1,300社

○ＰＢ業務提供あり
○貸出取引なし

【貸出等への拡大ポテンシャル】
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135
220

258

342

420

21

20年度 21年度 22年度（計画）

資金運用提案関連収益
（保険、投信等）

その他収益
　（M&A、ﾛｰﾝ関連、遺言信託等）

１５－２．プライベートバンキング本部③：実績及び計画概要

（百万円）
23年度以降

6.4億円

2.8億円

5.0億円

マーケットマーケット
100先

約2,000先
法人先数拡大の
ポテンシャル

22年度収益計画
：6.4億円
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１５－３．先進テクノ本部①

これまでに培ってきた関西主要大学・公的機関との緊密な産学官ネットワークを活用

千数百社に及ぶ助成金応募先等、独自技術を持った企業の育成・サポート

優れた研究機関の集積

創業、第二創業支援
（アントレプレナーの応援）

産学官ネットワークの形成・活用

多機能ＩＣカード・記憶認証等
先進技術を活用した新サービス

1

2

3

・地域起こし制度
による企業育成
サポート
・コンソーシアム
研究開発助成

・神戸医療産業都市
・理研
・神戸大学
・情報通信研究機構
等

・彩都
・大阪大学
・国立循環器病センター
・産総研 等

・大市大
・工学研究所
・国際環境技術
センター 等

・学研都市
・ATR
・RITE
・奈良先端大 等

・京都大学
・京都工芸繊維
大学 等

当行の持つ千数百社の
先進技術企業ネットワーク

情報家電関連技術情報家電関連技術

燃料電池関連技術燃料電池関連技術

エコ住宅関連技術エコ住宅関連技術

バイオ関連技術バイオ関連技術

関西の特徴的な技術

貸出増、オーナー取引獲得、 M&A、投資、IPOなど貸出増、オーナー取引獲得、貸出増、オーナー取引獲得、 M&AM&A、投資、、投資、IPOIPOなどなど

産業クラスター計画
補助金つなぎ融資

池銀キャピタルに
よる投資

ニュービジネスローン

先進テクノ本部先進テクノ本部先進テクノ本部
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１５－３．先進テクノ本部②：マーケット

約5,600社

54社

①現在シェア・実績

○貸出取引あり
○先進テクノ業務提供あり

②既存先への拡大ポテンシャル

○貸出取引なし
○先進テクノ業務提供あり

【貸出拡大ポテンシャル】

【投資拡大ポテンシャル】

③市場ポテンシャル

○投資取引なし
○先進テクノ業務提供あり

○先進テクノ企業
○貸出取引なし
○先進テクノ業務提供なし

参考②：潜在的市場ポテンシャル
（特許保有企業）14,600社

参考①：
先進テクノ業務提供先1社当たり貸出残高
約73百万円
先進テクノ業務提供先1社当たり投資残高
約23百万円

27社

○投資取引あり
○先進テクノ業務提供あり

約1,300社

約1,300社
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１５－４．提案力強化による新しい収益源の拡大

21

135

220

20年度 21年度 22年度
（計画）

（百万円）

23年度以降

790先

マーケットマーケット

法人先数
（ポテンシャル）

(例）M&A等手数料

アジアチャイナ本部アジアチャイナ本部

先進テクノ本部先進テクノ本部

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部

3本部の設置等による提案力強化
⇒M&A等その他収益の増大

アジア
チャイナ本部

先進テクノ本部

100先

80先

12,000先

2,000先

1,300先

現在現在

プライベート
バンキング本部

（平成22年5月21日現在）
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１６．アライアンス戦略：独立系地銀として自由度の高いネットワーク

三菱UFJリース
興銀リース
ジャックス
JCB、VISA

三菱UFJリース
興銀リース
ジャックス
JCB、VISA

動産担保融資
カード・リース

リース・クレジット

生保：国内外
損保：国内外

生保：国内外
損保：国内外

生損保

商品提供
（保険）

近畿経済産業局
産業技術総合研究所
中小企業基盤整備機構

近畿経済産業局
産業技術総合研究所
中小企業基盤整備機構

公的支援機関

経営サポート・
技術開発支援

京都大学、大阪大学
神戸大学、大阪府大

大阪市大、関西学院大学
甲南大、同志社大等

京都大学、大阪大学
神戸大学、大阪府大

大阪市大、関西学院大学
甲南大、同志社大等

大学

産学連携

三菱総合研究所
日本経済研究所
三菱UFJリサーチ&
コンサルティング

三菱総合研究所
日本経済研究所
三菱UFJリサーチ&
コンサルティング

シンクタンク

地公体への提案

メガバンク
日本政策投資銀行

他地銀
公的金融機関

メガバンク
日本政策投資銀行

他地銀
公的金融機関銀行

証券会社
投信会社：国内外

証券会社
投信会社：国内外

アライアンスの全面サポート
人材交流・育成

育成投資・協調投融資

独立系の金融機関ならではの
「系列・グループにとらわれない自由度」
「お客さまニーズにあった提案」

「地域でプレゼンスを発揮する独自ネットワーク」

独立系の金融機関独立系の金融機関ならではの
「系列・グループにとらわれない自由度」
「お客さまニーズにあった提案」

「地域でプレゼンスを発揮する独自ネットワーク」

当行当行
グループグループ

蘇州市人民政府蘇州市人民政府

アジア

証券会社・投信会社

日中ビジネス振興
経済・文化交流

最も良い
商品サービスを
お客様に提供

最も良い最も良い
商品サービスを商品サービスを
お客様に提供お客様に提供

商品提供
（投信）

ご縁のネットワーク
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１７．決算概要 ①預金残高

預金残高は、個人預金・法人預金とも順調に増加。

（億円）

■法人預金 ■個人預金 預金利回

+1,240
+1,364 +1,681

※池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

6,695
6,581 6,730

7,579

34,25633,042

31,688

35,0880.22%

0.38% 0.39%

0.33%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

18年度 19年度 20年度 21年度

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

38,383
39,623 40,987

42,668
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15,017 16,376 17,485

16,612
17,172

17,580

14,033

17,150

2.02%
2.17% 2.10%

1.83%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

18年度 19年度 20年度 21年度

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

30,646
32,189

33,956 34,635

１７．決算概要 ②貸出金残高

両行が合併することにより、バランスがよい貸出ポートフォリオへ改善。

（億円）

■法人貸出等 ■住宅ローン 貸出金利回

+1,543
+1,767

+679

※池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値
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2,538
2,188

3,040
3,240

510 495

759

507

0

1,000

2,000

3,000

4,000

18年度 19年度 20年度 21年度

0

200

400

600

800

1,000

1,200

投資信託預かり資産残高 年金保険販売額

１７．決算概要 ③預かり資産

投資信託預かり資産残高、年金保険の販売額は、21年度下期に、商品ラインナップの拡充（旧
池田：投信ラインナップ：20本→34 本）や、合同研修等も実施し、既に経営統合によるシナジー
効果が発生して増加。

（億円）

※池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値
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１７．決算概要 ④有価証券残高

ボラティリティを抑制して、インカムゲインを主目的とした運用を行い、安定収益を確保できるよ
う、株式、リートを圧縮して、国債・社債等を中心に運用するなど、ポートフォリオを見直し。

（億円）

※池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

ポートフォリオ
の見直し

7,001
5,330

7,117 7,894

1,372

985

699

5,330

1,566

2,752
733

3,806

2.49%

1.31%

2.08%

2.17%
10,568

7,882

13,705

12,434

0

5,000

10,000

15,000

20,000

18年度 19年度 20年度 21年度
0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

債券 株式 その他有価証券 有価証券利回
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１７．決算概要 ⑤業務粗利益

業務粗利益は、貸出利回りの低下及び安定収益確保に向けた有価証券の見直しに伴い、資金
利益が減少したものの、国債等債券損益が前年のマイナスからプラスに改善。

※池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

658 643 753
619

75 63
109

▲ 637

▲ 151

20

21
87

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1,000

18年度 19年度 20年度 21年度

資金利益 役務取引等利益 その他業務利益

843

69
622

727

（億円）
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１７．決算概要 ⑥コア業務純益

コア業務純益は、資金利益の減少等に伴い、減少。

※コア業務純益＝業務粗利益－5勘定尻－経費

※池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

140

260
213

276

843

622

727

752

643475 499

69

781

712

503521

0

200

400

600

800

1,000

18年度 19年度 20年度 21年度

コア業務純益 業務粗利益 コア業務粗利益 経費

（億円）
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１７．決算概要 ⑦税引前当期純利益

税引前当期純利益は、業務粗利益の増加と経費の減少、臨時損益の改善により、増加。

※税引前当期純利益＝業務純益＋臨時損益＋特別損益

※池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

42

▲ 604

209

▲ 348

365

48

165

▲ 392

▲ 389

▲ 126
▲ 225▲ 173

-800

-600

-400

-200

0

200

400

18年度 19年度 20年度 21年度

税引前当期純利益 業務純益 臨時損益

（億円）
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１７．決算概要 ⑧自己資本比率（連結）

21年度の446億円増資により自己資本、TierⅠを増強。

連結自己資本比率は10.2％となり、国内基準行に求められる水準（4％）を十分に上回る。

※20年度までは各行連結の自己資本及びリスクアセットを合算して算出。21年度は持株会社を含む連結

12.0%

10.9%

9.8% 10.2%

8.1%

6.2%

7.4%
6.7%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

18年度 19年度 20年度 21年度

自己資本比率 Tier1比率
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１８．新銀行の目指す経営指標

平成22年3月末

預金（残高） 4.2兆円

貸出（残高） 3.4兆円

有価証券（残高） 1.2兆円

投資信託（残高） 2,538億円

保険（取扱額） 759億円

コア業務純益 140億円

当期純利益 ▲46億円

コアＯＨＲ 78％

自己資本比率 10.2％

Tier１比率 7.4％

本支店人員 2,823人

うち本部人員 788人

平成27年3月末

4.7兆円

4.0兆円

1.3兆円

4,500億円

1,400億円

300億円

210億円

60％程度

11.5％前後

9.0％前後

2,800人

520人
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4.7兆円

4.0
4.2 4.3

0.39%

0.33%

0.24%

0.29%

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

20年度 21年度 22年度 26年度

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

預金末残 預金利回

１９．新銀行の事業計画 ①預金残高

計画値は、過去の伸び率と比べて、抑制して計画。

取引基盤拡大、新店効果、債務者預金により、安定的なコア預金が増加すると計画。

適切な預貸水準（約85％）を目途に、預金が増加すると計画。

余資運用と高利回り預金を削減し、総調達コストを抑制。

（兆円）

※20年度、21年度は池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

過去３年平均伸び率3.6％ 将来５年平均伸び率2.1％
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1.7 1.8

0.9

0.3

2.1兆円
1.6

1.71.7 1.1

0.3

0.5

0.5

1.84%

1.68%
1.76%

2.10%

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

20年度 21年度 22年度 26年度

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.3
3.4

3.5

4.0兆円

■法人貸出等 ■うち中小企業貸出 ■うち大企業貸出 ■うちその他 ■住宅ローン 貸出金利回

１９．新銀行の事業計画 ②貸出金残高

計画値は、過去の伸び率と比べて、抑制して計画。
中小企業融資は、地域の中小企業融資を積極的に推進することで、過去を上回る伸び率を計画。
住宅ローンは、エリア戦略を再構築し、良質案件の取組を増強することで、過去の伸び率に比べて、抑制して計
画。
大企業融資は、過去の伸び率に比べて大幅に抑制して計画。
アジアチャイナ等の３つの新本部設置による貸出増加の影響は、計画上は織り込んでいない。

（兆円）

※20年度、21年度は池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

1.7

2.0

過去３年平均伸び率4.2％ 将来５年平均伸び率3.2％
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2,759

4,500億円

2,538
2,188

507

759
913

1,400億円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

20年度 21年度 22年度 26年度

0

500

1,000

1,500

2,000

投資信託預かり資産残高 年金保険販売額

１９．新銀行の事業計画 ③預かり資産

両行商品の相互導入により大幅に増加する商品ラインナップや、両行の販売ノウハウ・スキル
の共有、本部効率化による人員の投入により、投資信託預かり資産残高、年金保険販売額が
増加。

（億円） （億円）

※20年度、21年度は池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値
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1.21.2

1.0

1.3兆円2.49%

1.31% 1.35% 1.34%

0.0

0.5

1.0

1.5

20年度 21年度 22年度 26年度

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

有価証券末残 有価証券利回

１９．新銀行の事業計画 ④有価証券残高

22年度以降、リスクを考慮して、円貨中心に余資運用を実施。

資産内容は、株式、リートを圧縮して、国債・社債等を中心に運用することで、ボラティリティを
抑制するととともに、インカムゲインを主目的とした運用を行い、安定収益を確保。

※20年度、21年度は池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

（兆円）
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753
619 638

20

21

▲ 151

87

700億円

34

79億円18

30億円

-200

0

200

400

600

800

1000

20年度 21年度 22年度 26年度

資金利益 役務取引等利益 その他業務利益

622
727

691

800億円

１９．新銀行の事業計画 ⑤業務粗利益

22年度以降、貸出の増加に伴う資金利益の増加、手数料収入の増加に伴う役務取引等利益の
増加等により、業務粗利益は増加。

（億円）

※20年度、21年度は池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値
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１９．新銀行の事業計画 ⑥コア業務純益

※コア業務純益＝業務粗利益－5勘定尻－経費

24年度にDay2が完了するため、それ以降物件費は減少。人件費の推移とあわせ、経費はほぼ
21年度の水準から横ばい。

22年度以降、貸出残高の増加、手数料収入の増加等により、業務粗利益が増加し、経費がほ
ぼ横ばいで推移することにより、コア業務純益は増加。

（億円）

※20年度、21年度は池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値

300億円
260

140
175

622
691

781

503 514

727

800億円

643 500億円

521

0

200

400

600

800

1000

20年度 21年度 22年度 26年度

コア業務純益 業務粗利益 コア業務粗利益 経費
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▲ 348

42 73

210億円

48

175

▲ 126 ▲ 110

165

300億円

▲ 389

▲100億円

-600

-400

-200

0

200

400

20年度 21年度 22年度 26年度

税引前当期純利益 業務純益 臨時損益

１９．新銀行の事業計画 ⑦税引前当期純利益

※税引前当期純利益＝業務純益＋臨時損益＋特別損益

21年度以降、貸出金の増加に伴う不良債権処理額の増加、統合費用の増減により、臨時損益
はほぼ横ばいとなる一方で、業務純益は増加するため、税引前当期純利益は増加。

（億円）

※20年度、21年度は池田銀行（単体基準）及び泉州銀行（単体基準）の単純合算値
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9.8%
10.2% 10.1%

6.2%

7.4%

11.5%前後

9.0%前後

7.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

20年度 21年度 22年度 26年度

自己資本比率 Tier1比率

１９．新銀行の事業計画 ⑧自己資本比率 （連結）

21年度の446億円増資により自己資本、TierⅠを増強。

中小企業（保証協会融資含む）、住宅ローンの推進等により、リスクアセットの伸びが抑制さ
れる。

※20年度は各行連結の自己資本及びリスクアセットを合算して算出。21年度以降は持株会社を含む連結
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• 本資料には、将来の業績、目標、計画等の将来に関する記述が含まれています。

• こうした記述は、本資料作成時点における入手可能な情報に基づき、本資料の作成時点における予測等を基
礎として記載されています。また、これらの記述のためには、一定の前提（仮定）を使用しています。これらの記
述または前提（仮定）は主観的なものであり、将来において不正確であることが判明したり、将来実現しない可
能性があります。

• 当行の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、決
算短信、有価証券報告書、ディスクロージャー誌、アニュアルレポート等、当行が公表いたしました各種資料の
うち最新のものをご参照ください。

• 本資料における将来情報に関する記述は上記のとおり本書の日付（またはそこに別途明記された日付）時点
のものであり、当行は、それらの情報を最新のものに随時更新するという義務も方針も有しておりません。

• また、本資料に記載されている当行ないし当行グループ以外の企業等にかかわる情報は、公開情報等から引
用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当行は何らの検証も行っておらず、また、これを保
証するものではありません。

• なお、本資料に掲載されている情報は情報提供のみを目的とするものであり、証券の勧誘のためのものでは
ありません。
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